
 

平成２５年１２月４日 

中部経済産業局環境・リサイクル課 

公益財団法人国際環境技術移転センター 

環境ビジネス海外展開勉強会 参加者募集について 

《開催趣旨》 

中部経済産業局では、平成２４年度「中小企業等産業公害防止対策調査 中部地域にお

ける産業公害防止技術を活かした環境ビジネスの地域展開・海外展開調査」を実施し、環

境ビジネスに取り組む企業の現況の把握とともに、国内外におけるビジネス拡大を総合的

に支援する「環境ビジネス創出プログラム」の策定をいたしました。 

 上記調査では、今後５年間の海外での環境ビジネスの見通しは２４％の企業が増加する

見通しと考えており、また、海外向けビジネスの拡大・展開意向については、３１％の企

業が、既に海外向けビジネスに取り組んでいる、もしくは検討中との回答を得ております。 

 中部経済産業局では、当地域の環境技術・製品を保有する企業の方々が注力している地

域として最もニーズの高かった東南アジアを取り上げ、本年度、公益財団法人国際環境技

術移転センターとともに、当地域の環境技術・製品を保有する企業の海外展開（日系企業

及びローカル企業への売り込み）の後押しとなるよう環境ビジネス海外展開勉強会を開催

しております。 

 第１回勉強会（１０月 4 日）に続き、第２回環境ビジネス海外展開勉強会を開催いたし

ます。第２回勉強会への参加希望の方は、下記、参加申込書に記入の上、事務局（公益財

団法人国際環境技術移転センター）までお申し込み下さい。 

 

《参加要件》 

○自社の環境ビジネス展開先として海外を指向している企業 

※公的機関、公的支援機関、大学等については本要件の対象外 

 

《参加費》 

○平成２５年度の勉強会については無料で実施。その後は、有料の場合もあり。 

 

《第２回環境ビジネス海外展開勉強会》 

日時：平成２５年１２月２０日（金）１５：００～１７：００ 

場所：中部経済産業局２Ｆ大会議室 

住所：名古屋市中区三の丸２－５－２ 

内容：①東南アジアにて必要とされている環境技術・製品について 

    ～ベトナムなどを事例として～ 

   ②JICA 施策活用のポイント 

    講師：日本工営株式会社コンサルタント海外事業本部 

       環境技術部 担当課長 檜枝 俊輔 氏 

     ○対象分野：省エネ、水処理全般、ボイラー、環境分析など 

   ③環境ビジネスマッチングイベントの実施報告 



 

 

    講師：公益財団法人国際環境技術移転センター 

  ※講師を交えたディスカッション形式で実施いたします。 

  ※勉強会終了後（１７：００～） 会費１５００円程度にて参加者による交流会を同

会議室にて開催します。 

 

 

◆第３回環境ビジネス海外展開勉強会 

日時：平成２６年１月下旬（予定） 

場所：名古屋市内 

内容：未定 

 

参加申込書送付先：下記までＦＡＸにてお送り下さい。 

申込み〆切り：１２月１８日（水）１７：００ 

公益財団法人国際環境技術移転センター 担当：増田 宛  

ＴＥＬ（０５９－３２９－３５００）、ＦＡＸ（０５９－３２９－８１１５） 

-------------- 環境ビジネス海外展開勉強会  参加申込書  ---------------- 

貴社名 （                                   ） 

所在地 （                                   ） 

業種  （                                   ） 

参加者部署・役職（                               ） 

参加者名    （                               ） 

電話      （                               ） 

メールアドレス （                               ） 

関心国名    （                               ） 

第２回・１２月２０日（金）勉強会について    （ 参加 ・ 不参加 ） 

第２回・１２月２０日（金）交流会について         （ 参加 ・ 不参加 ） 

--------------------------------――――――------------------------- 

■ご記入いただきました個人情報につきましては、中部経済産業局及び平成２５年度「中

小企業等産業公害防止対策調査」請負事業者（公益財団法人国際環境技術移転センター）

にて適正に管理を行い、「中小企業等産業公害防止対策調査」及び環境ビジネス海外展開勉

強会運営に係る以外の目的では使用いたしません。 


